
不動産業業況等調査結果(平成 11年4月)

1.小動作業の最主将の状況

平成 11年 5月 17日

(財)土地総合研究所

(委託者・建設省、国土m

アンケ ト訓1'1:をもとに 4月1U lI，y Ji，~の不動/'!i"i'.!の経営の状況について不動産業業況指数を作成し、業稀

毎の経常の状況(現況)を凡てみると、住'c6・宮地分譲業は 3. 6、 ビル賃貸業は 36. 2、不動産

流通業は-32. 5であり、住宅・宅地分譲業は経営の状況が悪いという見jjがわずかに多く、ビル賃貸業

及び不動産流通業はいずれも恐いという見方が多い。前凶調査時点と比較して、住宅・宅地分譲業は大幅に

改善し、不動産流通業は改善し、ピル賃貸業はわずかに悪化している。

3ヶ月後の経営の見通しについては、住宅・宅地分譲業は-6. 4、ビル賃貸業は 23. 2、不動産流

通業は O. 8であり、不動産流通業は、改善するという見ガと悪化するという見jjが括抗しており、住宅・

宅地分譲業は悪化するという見方がわずかに多く、ビル賃貸業は悪化するという見方が多い。前回調査時点

と比較して、不動産流通業は改善し、ビル賃貸業はわずかに改善し、住宅・'ぢ地分譲業は横ばいである(表

1)。

表 I不動産業業況指数について(半成 11年 4月)

4月 l日現在 (参考)前回調査時点(1月 1日)

3'r丹後の経営の 3ヶ月後の経営の

経常の状況 見通し(4月 1日 経営の状況 見通し(1月 1日

から見て) から見て)

住宅・名地分譲業 -3.6 -6.4 -59.8 -7.1 

ビル賃貸業 -36.2 ーお.2 -34.8 -32.6 

不動産流通業 自 32.5 0.8 -58.6 ー14.1

不動産業業況指数の作成方法については、以下のとおり o

:不動産業業況指数=

: {(良いとする回答数x2+やや良いとする回答数)

(やや悪いとする回答数十悪いとする回答数X2)}+2+全回答数x100 

注:不動産業業況指数は、回答の全てが経営の状況を良いとする場合+100を示し、回答の全てが経営、の

状況を悪いとする場合は-100を示す。
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(参考)不動産業の業況に関するアンケート調査の結果について

表1-1 4月 1日現在の経営の状況 (括弧内は割合%)

良い やや良い 普通 やや悪い 惑い

住宅・宅地分談業 4( 7.3 ) 13 ( 23.6 ) 19 ( 34.5 ) 13 ( お.6) 10.9 ) 

ビル賃貸業 。( 0.0 ) 2 ( 6.9 ) 8( 27.6 ) 15 ( 51.7) 4( 13.8 ) 

不動斥流通業 1 ( 1.6) 1O( 15.9 ) 16( 25.4 ) 19 ( 30.2 ) 17 ( 制 )I 

去1-2 4月 1I::JJJ!在の 3ヶ月後の経営の見通し

民くなる やや良くなる 変わらない やや悪くなる 題くなる

住宅・宅地分譲業 0.0 ) 14 ( 25.5 ) 25( 45.5 ) 11( 20.0 ) 5 ( 9.1 ) 

ビル賃貸業 。( 0.0 ) 3.6 ) 15 ( 日.6) 1O( 35.7) 2 ( 7.1 ) 

不動産流通業 1 ( 1.6) 17 ( 27.4 ) 31 ( 50.0 ) 8 ( 12.9 ) 5 ( 8.1 ) 

表1-3 前凶調査鴻点(1月 1日)の経営の状況(参考)

良い やや良い 普通 やや悪い 悪い

住宅・宅地分譲業 。( 0.0 ) 1.8) 13 ( お.2) 16 ( 28.6 ) 26( 46.4 ) 

ビル賃貸業 。( 0.0 ) 2 ( 8.7) 日( 26.1 ) 12 ( 52.2 ) 3( 13.0 ) 

不動産流通業 。( 0.0 ) 4( 6.3 ) 11 ( 17.2 ) 19 ( 29.7 ) 3O( 強.9)1 

表1-4 前回調査時点(1月 1日)の 3ヶ月後の経営の見通し(参考)

良くなる やや良くなる 変わらない やや悪くなる 悪くなる

住宅・宅地分談業 。( 0.0 ) 11( 19.6 ) 31( 55.4) 9 ( 16.1 ) 8.9 ) 

ビル賃貸業 。( 0.0 ) o ( 0.0 ) 11( 47.8 9 ( 39.1 ) 3 ( 13.0 ) 

不動産流通業 1.6) 日( 14.1 ) 35( 54.7 ) 9( 14.1 ) 1O( 15.6 ) 
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2.業種別のh!t約・販売価絡動向等

(1)住宅・宅地分譲業

用地取得件数の動向については、全体の49%が前凶と比べて横ばいであると回答し、全体の 28%が
減少傾向にあると回答している。

/)品約件数の動向については、全体の51%が前[r，[と比べて増加傾向にあると回答し、全体の37%が横

ばいであると回答している。

7E!辛戸数の動向については、全体の59%が前戸!と比べて減少傾向にあると回符し、全体の 34%が横

ばいであると問答している。

販売illli栴の動向については、全体の 56%が前凶と比べて低下傾向にあると問答し、全体の43%が変

わらないと問答している(表 2~ l)。

ぷ2~ 1 i主宅・宅地分譲業の状況について

用地取得件数 | 成約件数 .{E庫}r数 | 販売師Ii絡の動向

区分l計 1(1) : (2) 1 (3)/計!(1) ! (2) : (3) I計[(1) 1 (2) [ (3) / 111 1 (1) [ (2) [ (3) 
.1首;横 j減 !fq! 横 ; 減 減 ; 横 1首上 i安:低

i加; ば : 少 加;ば i少少 jば ; 加 昇 ; ゎ ;下 1I

i傾 jい[ Mi I 傾!い;傾傾;いjtJ:iI 頃 jら;傾

圏域 r，u 向向向向向向;な j肉

実説[......j~:........}説話回L....J出5.?:語口1..... .1.1.?L.....wL.....:J.!l1 司説 ljmJml
全

%22.61 4U 28.31 51.3[ 37.21 11.51 58.91ぉ.9: 7.1/ 1.91 42.6[ 55.6 

I~)議|26;i J8ldd21; 川.5.T......~_ ?3.lu.u~ 2~luuuQI~Lu..d 
岡:• 

%30.8! 38.5! 30.81 必.6!36.8! 17.51 52.6!ω.4 7.01 O.O! 34.6! 65.41 

1*=完封 1.1j...........0j..........!I...........~.........?~f.........1.2， ...........71...........2. .........?6.j.........l~t...........9.i...........l ........1~， ..........Ql .........~...........! 
%.!  21.4 5O.0! 28.61 62.5! 2弘2!8.31 61.51 34.6!3.81 o.ぴ 50.0:50.0 

注 1: 1業者が、マンシヨン、戸建て、上地のそれぞれについて凹答じたものを合計しているため、項目に

よっては出答数がアンケート回収数を上回っている場合があるq

注 2:東京圏:茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。

大阪圏:京都府、大阪府、兵庫県、奈良県(表 2~2 について同様)。
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( 2 )ビル賃貸業

空室の状況については、全休の 48%が前回と比べて横ばいであると回答し、全体の41%が増加傾

向にあると回答している。

成約賃料の動向については、全体の 56%が前凶と比べて変わらないと回答し、全体の44%が低 F
傾向にあると同答している(表2-2)。

表 2-2 ビル賃貸業の状況について

i 空室の状況 | 成約賃料の動向
区分 i 計 (1) (2) (3) 1 計 (1) (2) (3) 

:減:績.t円上 j 変 j 低
:少 j ば ;fHl|i 昇 i わ i 下

Mi い!傾 Ml :ら r~1l
閤減 向 向 向 ; R ; 向

全体
，宗務L| 44j 5i 21i 18i 18j o; 10j 8 

|%  1 11.4! 47.7i 40.91 0.0: 55.6: 44.4 

東京圏|撤| ぶ 3j d d d d A 4 
%12.01  52.01 36.01 0.01 50.01 50.0 

大阪閤i撒 1d A d 41 4 d 2j z 
%33.31  0.01 66.71 O.oJ 50.01 50.0 

注:1業者が、各地域について回答しているため、項目によっては凹答数がアンケート回収数を上回って

いる場合がある。
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( 3 )不動産流通業

売却依頼の動向については、前回 L平成 1 1，~10月~ 12月、以下同様)と比較し、横ぱいの地域

が増加している(表 2-;3)。

購入依頼の動自については、前回と比較し、増加している地域が大幅に増加している(表 2-4)。

成約件数の動向については、前回と比較し、横ばいの地域が増加しでいる(表 2-5)。

取引iilli絡の動向については、 l諸国と比較し、横ばいのI出議が大幅に増加している(表 2-G)。

表2-3 売却依頼の動向

I目加している地I止 横ばいの地域 減少している地域

1 I止21]1311 !iii II~ UJi 2月， 3月 古| liiiln) lij;2Ij;3H 部'iI"1
'11 r片マンション 5! .6 15 7 21， 25， 19 65 55 9' 4，日 22 40 

中r1iFゴ佳fi宅 3， 5; 5 13 3 27 24 21 72 69 4 5， B 17 30 
」 I由 2， 2 5 6 26 28 26 80 64 6; 5' 6 17 32 

言i 9 11 13 33 16 74; 77 66 217 188 19; 14; 23 56 102 

表 2-4購入依頼の動向

耳目力日している士u或 横ばいの地城 減少している地域

1月 2月 3'月 言十 前回 1月 2月 3月 計 防J日l 1月 2片， 3月 計 開j回
中古マンション 14; 3; 18 2 15 ; 2u 22 58 44 5 10， 11 26 56 
中古戸建住宅 10; 8; 41 . 22 4 21， 20: 22 63 48 3・ 6・ B 17 50 

土 上血 8 8， 4 20 3 24， 20 24 68 66 2' 6・ 6 14 33 

計 32; 19; 9 60 9 60; .. 6H 68 189 158 10; 22; 25 57 139 

表 2--'5成約内数の動向

増加している地械 横ぱいの地域 減少している地域

1月 2月 3月 計 前回 1月， 2月:3月 計 削毘 1月， 2月 3月 計 前回
中古マンション 3 10; 8 21 9 24， 20: 22 66 45 7， 4 4 15 48 

rl'古戸建住宅 3; 9; 9 21 4 26: 23; 20 69 61 5， 2， 5 12 37 

士 I也 7; 8 16 6 28， 24; 20 72 60 5' 3' 6 14 36 
員十 7， 26， 25 58 19 78， 67， 62 207 166 m 9， 15 41 121 

表 2-6取引価格の動向

上昇 やや上昇 t錦品、 やや下落 下落

1月;2月;3月 吉ト 前田 1月:2月;3月 青銅 l月， 2月;3月 言十 吉田 1月， 2m 3月 員十 吉田 1月;2月'3月

ヰ白マンショ、 g 0; 0 U 1・ 。 1明16' 2j 邸主 16: 11 12 451 58 g 目。

中説明毘 日 由。 。 日 2 3 11 2j 26， zi 751 4' lJi 主 5 幻 5 日 1; Q 

土 地 U 。。 。 民 2 1 3 11 23 25' 26 判 5 11' 明 251 46 日目。

言十 出 目。 。 2 3; 3 8 31 62i 6'11胃 m 139 38: 31!割 邸 157 日 1! 0 

注:三大都市圏及び地方主要都市を 34地域に区分し、中古マンション、中古戸建住宅及び土地の取引量及

び取引価格について、前月と比較した動向を整理したもの。各数値は、地域数を示す。
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(参考)

調査の概要

1.日的

本調査は、不動産市場の動向、業況で年について、的確かつ迅速に把握することにより、建設・同土

行政に資することを目的とする。

2.調子'i'対象

三大都市|剖及びi1flβ主要都市において不動産業を営む業者を対象に、不動産業の業種(住宅・宅地

分譲業、ビル賃貸業、不動ff流通業)、事業JJ，社員(大手業者、中小業者)て5を々慮して、 278業者

選定した。

3.誠1倉時期i
毎問、|モ期(1丹、 4丹、 7月、 1 0月)

4.調査項目

q経営の状況

②取引状況等(成約状況、取引価格の状況等)

5.説]盗h法

郵送法によるアンケート調査

6.調査機関

建設省及び国土11'の委託を受けて、財団法人土地総合研究所が調奇を実施。

なお、不動産流通業に係る取引状況で事については、建設省の委託を受けて財同法人土地総合研究所

が実施している「不動産価格動向誠査(モニタ 調査)Jより引用。

(参考)今同アンケート I~I収率は次のとおり O

対象数

住宅・宅地分譲業 112 
ビル賃貸業 54 

不動産流通業 112 

278 
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回収数 回収不

5 5 49.1% 
29 53.7% 

63 56.3% 

147 52.9% 

問い合わせ先

(財)土地総合研究所

飯村・瀬野尾

TeI03(3583)2391 




